
事業番号 - - - -

（ ）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

原子力に関する総合的な研究開発活動を多岐にわたり実施
するため、単位当たりコストを算出することは困難である。

4年度
活動見込

5年度
活動見込

#VALUE!

令和3年度

活動実績 編 0 0 0

当初見込み 編 -

- - - -

-

執行額 3,495 4,011 3,950

- -

- -

経
常
費
用

予算額 - - - -

執行率 #VALUE! #VALUE!

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求 主な増減理由

-

2,809 3,206 3,477

事業目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

イノベーション創出等に向けた産学官との連携強化、民間の原子力事業者への核燃料サイクル技術支援、国際的な協力・貢献等により社会への成果の還元を図るとと
もに、広報・アウトリーチ活動の強化により社会からの信頼確保に取り組む。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

研究成果の最大化を図り、成果を広く国民・社会に還元するとともに、イノベーション創出戦略を策定し、展開する。民間の原子力事業者からの要請に応じて、情報の提
供や人的支援及び要員の受入れによる養成訓練を継続する等、民間事業の推進に必要な技術支援を行う。我が国の原子力技術等を世界で活用していくため、国際戦
略を策定し、国際協力と国際化を積極的に推進するとともに、国際機関の委員会に専門家を派遣すること等により、国際基準作り等に参加し、国際貢献を果たす。積極
的に情報の提供・公開を行い、事業の透明性を確保しつつ、情報の知識化を進めるとともに、容易にアクセスでき、わかりやすい形で積極的に情報を提供・公開する。ま
た、丁寧な広聴・広報・対話活動により、社会や立地地域からの理解と信頼を得る。

実施方法 交付

10 9

令和5年度要求

経
常
収
益

予算額：運営費交付金 3,323 3,712 3,923 4,270 -

運営費交付金収益化基準 業務達成基準 業務達成基準 業務達成基準 -

運営費交付金収益の割合 80.2% 79.8% 88.0%

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法第十七条

関係する計画、
通知等

原子力利用に関する基本的考え方（平成29年7月閣議尊重決
定）
エネルギー基本計画（令和3年10月 閣議決定）

主要政策・施策 科学技術・イノベーション 主要経費 エネルギー対策

その他 684 802 466

補助金等 10執
行
額

運営費交付金

　計 3,503 4,018 3,952予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

03031521

原子力課
原子力課長
新井　知彦

会計区分 一般会計、エネルギー対策特別会計電源開発促進勘定

セグメント単位の
考え方

財務諸表のとおり

セグメント名 産学官との連携強化と社会からの信頼の確保のための活動 担当部局庁 研究開発局 作成責任者

事業開始年度 平成１７年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

令和4年度セグメントシート 日本原子力研究開発機構

2022 文科

令
和
4
・
5
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

2,957 -

国立研究開発法人日本原子
力研究開発機構運営費交付
金（一般会計）

1,313 -

※令和4年度から第4期中長期目標期間となる。

国立研究開発法人日本原子
力研究開発機構運営費交付
金（エネルギー対策特別会計
電源開発促進勘定）

- -

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

単位 令和元年度 令和2年度

その他 0 #VALUE!

計 4,270 -

活動内容
（アクティビ

ティ）

産学官との連携強化と社会からの信頼の確保のための活動を行い、その業務実績を査読付き論文として公開する。

活動目標 活動指標

査読付き論文を公開する。 査読付き論文の公開数

- - -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位

単位当たり
コスト -

計算式 　　/

4年度活動見込



活動内容
（アクティビ

ティ）

産学官との連携強化の取組として、共同研究等を行う。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度 令和2年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の業務の実績に関する評価（文部科学大臣、経済産業大臣、原子力規制委員会）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の業務の実績に関する評価（文部科学大臣、経済産業大臣、原子力規制委員会）

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構は、原子力基本
法において位置付けられた我が国唯一の原子力に関する総合
的な研究開発機関であるため、当該法人の幅広い活動を支え
る本事業は国が実施すべきである。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事業か。 ○
エネルギー基本計画（令和3年10月閣議決定）の実現に必要な
取組であり、政策体系の中で優先度が高い。

独法等所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
原子力利用に関する基本的考え方（平成29年7月閣議尊重決
定）やエネルギー基本計画（令和3年10月閣議決定）を踏まえた
取組であり、社会のニーズを的確に反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

活動実績 件

目標最終年度

225 219

令和元年度

-

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標

100

目標値 評定 100 100 100 100 -

独立行政法人通則法に基づく
主務大臣による業務実績の評
価結果のうち、標準評価以上
の評価を受けた項目の割合と
する。

標準評価(B評価）以上の評価
を受けた項目の割合。

成果実績 評定 100 100

4 年度 -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

100

当初見込み 件 - - -

- - -

定量的な成果目標 成果指標 単位

達成度 ％ 100 100

年度

-

目標最終年度

4 年度

令和3年度

100独立行政法人通則法に基づく
主務大臣による業務実績の評
価結果のうち、標準評価以上
の評価を受けた項目の割合と
する。

標準評価(B評価）以上の評価
を受けた項目の割合。

成果実績 評定 100

共同研究等を行う。 共同研究等契約件数

単位 令和元年度 令和2年度

令和3年度

令和3年度

中間目標

目標値 評定 100 100 100 100 -

達成度 ％ 100 100 100

- 年度
令和2年度

100

4年度
活動見込

5年度
活動見込

単位当たり
コスト

算出根拠 4年度活動見込

原子力に関する総合的な研究開発活動を多岐にわたり実施
するため、単位当たりコストを算出することは困難である。

単位当たり
コスト

- -

- - - -

計算式 　　/

244

- -

- -



関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割分担
の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
当初見込みを上回る実績を上げており、活動実績は見込みに
見合ったものである。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○
前述の成果実績、活動実績のとおり、成果は十分に活用され
ている。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○

事業番号 事業名

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

業務運営の更なる透明性を確保するために、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の契約監視委員会の下に「契約方法等の改善に関する分科
会」を設置し、「契約方法等の改善に関する中間とりまとめ（平成28年7月5日）」を取りまとめ、本取りまとめにおける提言を受け、契約業務の更なる競争
性、公平性、透明性の確保に向けた取組を実施している。また、令和２年度行政事業レビューで受けた、業務運営の透明化等の指摘への対応に関して、
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の契約監視委員会の意見を踏まえ策定した「『契約方法等の改善に関する中間とりまとめ』以降の機構の取
組に関する自己評価」に基づき検討を進めているところ。

改善の
方向性

・調達等合理化計画に定める合理的な契約手続を推進するべく、一者応札が継続している契約案件の一部について厳正な審査を経た上で研究開発業務
の特殊性を考慮した合理的な契約手続へ順次移行する。
・契約監視委員会の「契約方法等の改善に関する中間とりまとめ（平成28年7月5日）」の指摘を受け、競争性の更なる向上のための各種取組を継続実施
する。また、令和２年度行政事業レビューにおける指摘への対応として、契約監視委員会の意見を踏まえ策定した「『契約方法等の改善に関する中間とり
まとめ』以降の機構の取組に関する自己評価」で示した対応方針に基づき更なる改善方策について検討し実施する。

備
考

【経常費用】
※経常費用と対比し、合理的な執行率を表す予算額は存在しないため、経常費用の予算額欄については「-」とする。

【支出先上位10者リスト】
※落札率については、同種の他の契約の予定価格を類推されるおそれがある契約については非公表としている。なお、契約方式が「随意契約（少額）」及び複数年契約
（2年目以降）の「その他」については、落札率は存在しないことから「-」としている。

投稿論文、成果報告書等の電子データベース化・運用、事務手
続きに係る電子申請システムの運用等により、業務の標準化
及び効率化を図っている。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

自由民主党行政改革推進本部行政事業レビューPTからの報
告書等を踏まえ、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
が設置する契約監視委員会の下に分科会を設け、過去の契約
や取組について再点検を受け、更なる契約の競争性、公平性、
透明性を確保するための改善策を導入し、実施している。
　また、令和２年度行政事業レビューで国立研究開発法人日本
原子力研究開発機構が受けた、業務運営の透明化等の指摘
への対応に関して、行政改革推進会議歳出改革WG委員や元
会計検査院局長等の専門家から構成される国立研究開発法
人日本原子力研究開発機構の契約監視委員会の意見を踏ま
え策定した「『契約方法等の改善に関する中間とりまとめ』以降
の機構の取組に関する自己評価」に基づき検討を進めていると
ころ。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一者応札
又は一者応募となったものはないか。

前述の成果実績のとおり、成果目標に見合ったものとなってい
る。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あるい
は低コストで実施できているか。

○

地方自治体、民間、大学、他研究開発機関と比較した場合、原
子力基本法において位置付けられた我が国唯一の原子力に
関する総合的な研究開発機関である国立研究開発法人日本
原子力研究開発機構がもっとも効率的であり実効性の高い手
段となっている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
事業計画に応じた予算の要求を行うとともに、費目・使途の精
査を行っていることから、費目・使途は事業目的に即し、真に必
要なものに限定されている。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

原子力利用に関する基本的考え方やエネルギー基本計画に
沿った本事業を継続的かつ効果的・効率的・戦略的に実施する
ことを目的に国として実施する事業であり、負担関係（国側の
負担）は妥当である。

- -

事
業
の
効
率
性 単位当たりコスト等の水準は妥当か。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
調達等合理化計画による契約方法の見直しの上、費目・使途
の精査を行って締結した各々の契約に基づき、適正に事業が
実施されており、資金の流れは中間段階でも合理的である。



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

支出先上位１０者リスト

I.

-

- -

13
公益財団法人若狭湾
エネルギー研究セン
ター

3210005006423
金属材料へのレーザー照射
による脱鋭敏化の検討作業

10
一般競争契約
（最低価格）

1 -

1 - -

12
公益財団法人若狭湾
エネルギー研究セン
ター

3210005006423

ステンレス鋼レーザー加工時
に発生する微粒子の発生抑
制および漏洩防止を目指した
基礎データ収集作業

24
一般競争契約
（最低価格）

1

11
公益財団法人若狭湾
エネルギー研究セン
ター

3210005006423
大型水槽でのレーザ切断時粉
じん挙動データ取得及び濁水
水質調査

37
一般競争契約
（最低価格）

-

10
東京電力エナジーパー
トナー株式会社

8010001166930
大洗研究所構外施設低圧電
気需給契約

0
随意契約
（その他）

- 100％ -

95.5％ -

9
東京電力エナジーパー
トナー株式会社

8010001166930
国立研究開発法人日本原子
力研究開発機構大洗研究所
（南地区）で使用する電気

0.1
一般競争契約
（最低価格）

5 91.2％

1 98.9％ -

8
東京電力エナジーパー
トナー株式会社

8010001166930
日本原子力研究開発機構　原
子力科学研究所で使用する
電気

74
一般競争契約
（最低価格）

5

7
株式会社紀伊國屋書
店

4011101005131
InCites及びJournal & Highly
Cited Data利用契約

7
一般競争契約
（最低価格）

-

6
株式会社紀伊國屋書
店

4011101005131 外国雑誌の購入 20
随意契約
（公募）

- 100％ -

- -

5
株式会社紀伊國屋書
店

4011101005131
外国雑誌の購入【随意契約
（公募）(令和2年度〜令和3年
度）】

58 その他 - -

- - -

4 株式会社ＮＥＳＩ 2010501019247

情報システムの管理・運用等
に係わる業務【一般競争契約
（総合評価）(令和2年度〜令
和3年度）】

11 その他 -

3 株式会社ＮＥＳＩ 2010501019247

エネルギー研究開発拠点化
計画の推進及び産学官連携
拠点の連携活用推進に関す
る労働者派遣契約【随意契約
（その他）(令和元年度〜令和
3年度）】

11 その他

-

2 株式会社ＮＥＳＩ 2010501019247
レーザー加工シミュレーション
コード「SPLICE」の保守管理に
係る作業

12
随意契約
（その他）

- - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社ＮＥＳＩ 2010501019247
嶺南Ｅコースト計画推進に関
する作業

15
随意契約
（その他）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

計 15 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費（物件
費）

嶺南Ｅコースト計画推進に関する作業 15

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足

する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が支
出されている者につ
いて記載する。費目
と使途の双方で実
情が分かるように

記載）

I.株式会社ＮＥＳＩ

費　目 使　途
金　額

(百万円）



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

-

30
東京コンピュータサー
ビス株式会社

3010001005226
知的財産管理システム機能追
加作業

4
一般競争契約
（最低価格）

1 98.7％ -

99.9％ -

29
東京コンピュータサー
ビス株式会社

3010001005226
研究開発成果検索・閲覧シス
テムの機能追加作業

5
一般競争契約
（最低価格）

1 99.9％

1 - -

28
東京コンピュータサー
ビス株式会社

3010001005226
研究開発成果管理システムの
機能追加

9
一般競争契約
（最低価格）

1

27 株式会社ＴＡＳ 4210001010857 解体技術研修業務 5
一般競争契約
（最低価格）

-

26 株式会社ＴＡＳ 4210001010857
アスファルト固化装置室等３Ｄ
レーザー計測作業

5
随意契約
（その他）

- - -

- -

25 株式会社ＴＡＳ 4210001010857

原子力関連技術の成果普及
に関する労働者派遣契約【随
意契約（その他）(令和元年度
〜令和3年度）】

9 その他 - -

1 - -

24 株式会社日立製作所 7010001008844
環境放射線モニタリングポスト
の更新

26
随意契約
（公募）

-

23 株式会社ペスコ 1010401027045
幌延深地層研究センターを活
用した地元住民等との相互理
解のための収集意見分析

1
一般競争契約
（最低価格）

-

22 株式会社ペスコ 1010401027045
原子力機構ホームページの新
規コンテンツの作成

2
随意契約

（企画競争）
2 99.4％ -

- -

21 株式会社ペスコ 1010401027045

成果展開に係る実用化研究
開発の運用支援等に関する
労働者派遣契約【一般競争契
約（総合評価）(令和2年度〜
令和3年度）】

4 その他 - -

- - -

20 株式会社ペスコ 1010401027045
広報・相互理解促進活動等業
務【一般競争契約（最低価格）
(令和元年度〜令和3年度）】

20 その他 -

19
公益財団法人日本海
洋科学振興財団

8010505000081
むつ科学技術館の運営管理
業務請負

35
随意契約
（その他）

-

18 株式会社ホクシン 8210001003411 小型XYステージ等の購入 2
随意契約
（少額）

- - -

99.9％ -

17 株式会社ホクシン 8210001003411 水蒸気分解装置の購入 2
随意契約
（少額）

- -

3 90.8％ -

16 株式会社ホクシン 8210001003411 共焦点顕微鏡システムの購入 15
一般競争契約
（最低価格）

1

15 株式会社ホクシン 8210001003411
グローブボックスシステムの購
入

19
一般競争契約
（最低価格）

14
公益財団法人若狭湾
エネルギー研究セン
ター

3210005006423
ゴム材料のHe2+イオン線照射
実験に係る役務作業

1
随意契約
（少額）

- - -
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